（様式２）
優良認定職業訓練事業所又は団体調書
１　事業所名又は団体名（ふりがな）
（注）事業所又は団体名は、正式な名称を楷書で明確に記入すること。
２　事業主又は代表者名（ふりがな）
３　事業所又は団体の主たる事務所の所在地（ふりがな、郵便番号、電話番号）
４　認定職業訓練施設の名称（ふりがな）
５　認定職業訓練開始年月日
６　被表彰歴
（１）厚生労働大臣表彰、感謝状とその年月日
（２）県知事又は中央職業能力開発協会会長・県職業能力開発協会会長表彰、感謝状とその年月日
（３）その他の表彰、感謝状等
（注）被表彰歴は、職業能力開発関係全般におけるものとすること。また、表彰状、感謝状の別、表彰者、表彰年月日及び事由を明確に記入すること。
７　推薦理由
（注）理由は、認定職業訓練に当たっての状況を総括的に記入して下さい。
８　事業所又は団体の概要
  ○事業所用
	 　　　　事　　　業　　　所　　　概　　　要
	 事業所組織図
	

	 　名　　　　　　　称
	
	
	

	 　代表者役職氏名
	
	
	

	 　従業員数
	
	
	

	 　創立年月日
	
	
	

	 　資本金
	
	
	

	 　年間売上
	
	
	

	 　主要生産品名
 　及び事業内容
	
	
	

	 　事業所の沿革
   創立、合併、分離、
   組織及び名称の
   変更等
	
	
	


　○　団体用
	
	 設立年月日
 （許可年月日）
	            （                    ）
	 法的根拠
 （主務官庁）
	       （                   ）
	

	
	 　会員数又は
 　基本財産
 （うち技能士数）
	 会員数　　　　　　　　  名              全従業員数のうち技能士数
                                                  　特　　　　　級            名
 全従業員数　　　　　　　　　名              １級（単一等級）　       名
                                                    ２　　　　  級            名
 基本財産                    千円　　　　　 ３　　　　　級　　　　　名
合　　計　              名
	

	
	 　年予算額
	
	 　活動範囲
	
	

	
	   事業内容
	
	 役職員構成
	
	

	
	   沿　　革
	
	   備　考
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


（注）１　組織図及び定款を添付すること。
２　「設立年月日」欄には、公益法人のように主務官庁がある場合に、その許可年月日を（　）書きすること。
３　「法的根拠」欄には、社団法人、任意団体等の別を明らかにし、法律に基づくものは、その法律名を記入し、（　）内に主務官庁を付記すること。
４　「会員数又は基本財産」欄の会員数には、連合団体の場合は、加盟団体数及び全会員数を、それ以外については会員数を記入すること。また、全従業員数には、会員又は会員の雇用する労働者の合計を記入すること。なお、財団法人については、基本財産を記入すること。
５　「年予算額」欄には、今年度予算額及びその予算の出所（例えば、補助金、会費等）を具体的に記入すること。
６　「活動範囲」欄には、実際に活動している範囲（全国、県、郡、市、町、村等）を記入すること。
７　「事業内容」欄には、事業の内容を具体的に記入すること。
８　「役職員構成」欄には、役職の名称とその員数、また、事務局がある場合には、職員数を記入すること。
９　「沿革」欄には、設立、合併、分離、組織及び名称の変更等を具体的に記入すること。
１０　「備考」欄には、連合会等の上部組織がある場合に、加入しているかどうか、また、調査年月日及び補足事項等を記入すること。
９　事業の種類及び労働者数（令和　　年　　月　　日現在）
	
	 　事業の種類（産業中分類）
	 　　　事業所数（団体の場合のみ）
	 　　　労　働　者　数

	
	
	
	

	
	   　　合　　　　　計
	
	


（注）「事業の種類」欄には、日本標準産業分類　中分類によること。
団体の場合は、構成事業所の事業の種類別に記入すること。
１０　認定職業訓練修了者数（過去３年間）
	
	 　　区　　　　分
	 　長期間課程訓練生
	 　短期間課程訓練生
	       計
	

	
	 令和　　年度修了者数
	                   名
	                   名
	               名
	

	
	 令和　　年度修了者数
	                   名
	                   名
	               名
	

	
	 令和　　年度修了者数
	                   名
	                   名
	               名
	

	
	     合　　　　計
	                   名
	                   名
	               名
	


１１　長期間の訓練課程の訓練実施状況
（１）訓練科別訓練生数及び職業訓練指導員数（令和　　年　　月　　日現在）
	
	 　訓　　練　　科
	 　　　　訓　　　練　　　生　　　数
	職業訓練指導員等数
	

	
	
	 第１年度
	 第２年度
	 第３年度
	 　合　計
	
	

	
	                  科
	　　　　名
	       　名
	        名
	      　 名
	               　　　名
	


（注）１　「訓練生数」欄及び「職業訓練指導員等数」欄については、訓練科別に訓練生数及び指導員数を記入すること。
２　職業能力開発促進法施行規則別表に基づき行われる訓練については、「訓練科」欄に「標準」と記入すること。
３　外部講師を雇入れている場合は、「職業訓練指導員等数」欄にその数を内数として（　）書きすること。
（２）教科の科目数及び訓練時間（令和　　年　　月　　日現在）
	
	 訓練科名及び
 主要な教科名
	 　区　　分
	 教科
 の数
	 　　　　　　　訓　　　練　　　時　　　間

	
	
	
	
	 　第１年度
	 　第２年度
	 　第３年度
	 　　　計

	
	
	
	
	
	 集合
	
	 集合
	
	 集合
	
	 　集合

	
	           科
     （    年）
	 系基礎
	 学科
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	 実技
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 専攻
	 学科
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	 実技
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 　　　　合　　　　　　計
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）１　集合して行う訓練時間数は内数で記入すること。
２　職業能力開発促進法施行規則（別表）に基づき行われる訓練については、訓練科欄に「標準」と記入すること。
３　教科名については、その訓練科で主要な専攻学科について記入すること。
４　本表については、訓練科毎に作成すること。
（３）集合訓練実施状況
	
	 　訓　　練　　の　　曜　　日　　及　　び　　時　　間　　帯
	 　　　備　　　　　　考

	
	
	


（４）訓練生の出席状況及び定着状況（令和　　年度実績）
	
	 区分                  　訓練年度
	 　第１年度
	 　第２年度
	 　第３年度
	       計

	
	 訓練生数（Ａ）
	          　名
	          　名
	           名
	            名

	
	 延訓練時間数（Ｂ）
	          時間
	          時間
	         時間
	          時間

	
	 延出席時間数（Ｃ）
	          時間
	          時間
	         時間
	          時間

	
	 出席率（Ｃ）／（Ｂ）
	％
	％
	％
	            ％

	
	 各訓練年度修了後の退（休）職者数（Ｄ）
	名
	名
	名
	            名

	
	 定着率（Ａ）－（Ｄ）／（Ａ）
	％
	％
	％
	            ％


１２　短期間の訓練課程の訓練実施状況
（１）職業能力開発促進法施行規則（別表）に基づき行われる訓練（令和　　年度実施計画）
	
	 訓練科（課程別）
	 訓練時間
	 １回当たりの
 計画訓練生数
	 計画回数
	 訓練実施
 時間帯
 （曜日）
	 職業訓練
 指導員等数
	 　備　　　考

	
	
	
	 集合
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	   合　　　計
	
	
	
	
	
	
	


（注）１　課程別であって、訓練科目の中にコースがある場合にはコース毎に記入すること。
２　集合して行う訓練時間数は内数で記入すること。
３　「合計」欄には、訓練総時間数及び訓練総数を記入すること。
４　「備考」欄については、この表彰に値する事項（例えば、前年度技能検定合格率等）を記入すること。
（２）職業能力開発促進法施行規則（別表）以外の訓練（令和　　年度実施計画）
	
	 訓練科（課程別）
	 訓練時間
	 １回当たりの
 計画訓練生数
	 計画回数
	 訓練実施
 時間帯
 （曜日）
	 職業訓練
 指導員等数
	 　備　　　考

	
	
	
	 集合
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	   合　　　計
	
	
	
	
	
	
	


（注）（１）に同じ。
（３）訓練生の出席状況及び訓練実行状況（令和　　年度実績）　
	
	 　　区　　　　　分
	 　令和　　年度
	
	 　　区　　　　　　分
	 　令和　　年度

	
	 延訓練時間数　　　（Ａ）
	             時間
	
	 延訓練計画時間数　　（Ｃ）
	           　時間

	
	 延出席時間数　　　（Ｂ）
	             時間
	
	 延訓練時間数　　（Ａ）
	             時間

	
	 出　席　率　（Ｂ）／（Ａ）
	               ％
	
	 実　行　率　（Ａ）／（Ｃ）
	               ％


１３　訓練施設及び設備の状況
（１）学科訓練施設の状況
	
	 　教室別の面積
	 収容人員
	 訓練生１人当たり面積
	 所有・借用の別
	 　　　施設指定関係

	
	
	
	
	
	


（注）「施設指定関係」欄には、「定時制高等学校との連携技能教室施設」、「電気工事士養成施設」等に指定又は認定されている場合など、その指定又は認定の種類及び指定又は認定の年月日を記入すること。

（２）実技訓練施設設備の状況（集合訓練を行う施設及び設備の状況）
	
	 　実　習　場　別　の　面　積
	 　　実　習　用　の　主　な　機　械　名　と　台　数

	
	
	


（注）「実習用の主な機械名と台数」欄には、実施している訓練科で主要な機器等について記入すること。
１４　その他
項目毎に認定訓練施設の活動内容等を、行事の名称等を含めて具体的に記入すること。
（１）認定職業訓練の振興や訓練施設の地位向上のために、訓練実施主体として何か行っているか。
（２）認定職業訓練を優秀な成績で修了し、他の訓練生の模範となる者に対し、表彰等の行事を行っているか。
あるいは、訓練生大会、レクリェーション大会、又は訓練生を励ます会等の行事を行っているか。
（３）職業訓練指導員の資質の向上を図ることを目的とした研修等を行っているか。又は派遣しているか。
（４）ＯＪＴによる訓練（分散訓練）をどのような方法で把握しているのか。
（５）訓練の実施に当たって技能習得が遅れている、又は休んでいる訓練生に対して、中途退校者を出さないように補講等の特別な配慮をしているか。
（６）職業訓練の運営管理組織（認定職業訓練の訓練計画をたてる部門、関係の事務を処理する部門、訓練の実施に当たる部門等に区別し、相互の関係が判別できるよう簡単に適宜図示すること。なお、この場合その人員及び専任、兼任の別を記入すること。）
（７）労働基準法、労働安全衛生法等労働関係法令の遵守状況を記入すること。
（８）当該事業所又は団体の職業訓練の実施状況等に関する既存の印刷物、写真等があれば添付すること。
